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雇用対策の強化、府民のくらしと営業を守る施策の充実を求める請願書
【請願の趣旨】

悪化が激しい雇用問題、中小企業での仕事減、売上減の深刻化によって、雇用と地域経済対策の引き続く強化が必要です。とりわけ内需を拡大するための施策を強め、景気の悪循環を断ち切ることが必要です。そのため、府民の雇用やくらし、営業を守る自治体の役割はきわめて重要となっており、そのための対策予算と施策の検証、一層の充実強化を要請するものです。

　こうしたもとで、日本国憲法第１６条と請願法に基づき、以下の事項を請願します。積極的に受けとめていただくとともに、誠意を持って対応していただくようお願いします。
【請願内容】

1、 雇用問題の対策のため、国に対して労働者派遣法の抜本改正を求めるとともに、引き続き企業に対し雇用を維持・確保し企業の地域経済への社会的責任を果たすよう求めていただくこと。また、政府の交付金事業が失業者の救済につながるよう積極的な活用をはかること。

2、 生活保護行政の機動性、柔軟性、迅速な給付のため引き続き尽力するとともに、ホームレスに対する支援を関係組織とも連携して強めること。

3、 解雇等された労働者の国民健康保険への加入促進と保険料の減免制度の活用するとともに、未納保険料の遡及請求を機械的に行わないよう市町村に指導すること。また、国保の保険証の取り上げを中止し、子ども無保険はもちろん、世帯すべてに保険証を交付するよう市町村に指導する事。

4、 中小零細企業への支援策を強めること。府民公募型公共事業が積極的に活用され仕事おこしにつながるよう努力すること。耐震改修助成制度の抜本的な改善、住宅改修助成制度の確立によって府民の住居の安全と生活向上をはかるとともに、中小零細の建築及び関連業への支援を強め、積極的な経済波及効果をもたらすようにすること。「下請け切り」などによる仕事の激減による事業継続に困難をかかえる業者への支援を強めものづくりの技術・技能の継承を支援すること。

5、 総合評価入札制度の内容を充実させ、特に官製ワーキングプアが生じないようするとともに、地域経済に貢献できるようにすること。

6、 就学援助と授業料免除制度の周知徹底と予算確保、さらなる拡充をおこなうこと。また、給食費の無償化を実現すること。当面、市町村で給食費の値上げが起こらないよう財政支援をすること。

7、 医師確保を中心とした医療体制の充実をはかること。特に、北部医療の充実、与謝の海病院脳神経外科の再開をはかること。福祉施設の人材確保と定着のために、福祉労働者の賃金・労働条件を抜本的に改善できるよう措置を講じること。

8、 ３年後の消費税増税に対し、京都府として反対の態度を表明すること。

	


